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－158 （     ）－




























－159 （     ）－
第三者委員会（25）による調査を決定し，同月 15 日，第三者委員会に調査を委
嘱した（26）。その約 2ヵ月後の同年 7月 20 日，本報告書が発表され，翌 21 日，
田中氏，佐々木氏，西田氏の歴代 3社長をはじめとする経営トップらが辞任し
た。
本報告書によると，2008 年 4 月から約 7年間の間に，利益の嵩上げによる
利益の過大計上は，総額 1,518 億円にも上ることが判明した。
これにより，同年 8月 18 日，東芝は新たな経営体制（27）を発表し，同年 9
月 30 日の臨時株主総会で承認された。この間の 9月 7 日，本来の提出期限か
ら約 2カ月強遅れて 2014 年度の有価証券報告書を提出し，過年度の利益修正
額が 2,248 億円となることを公表した。
これら一連の歴代 3社長のよる不正会計処理に対し，同年 11 月 7 日，東芝










































































































































































































































































































































































































































































さらに，新日本監査法人は，2014 年 3 月期の東芝の決算で，「重要な会計処
理の変更」を認めている。それまで定率法だった固定有価証券の減価償却方法
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しかし，2015 年 12 月 22 日，金融庁は新日本監査法人に対し，21 億円の課


























































































































































































－183 （     ）－



















































































html）（as of Dec 7, 2015）。
（注14） 日本取引所グループ「東証上場会社における社外取締役の選任状況＜速報＞」（2015年
6月17日現在）（http://www.jpx.co.jp/news/1020/20150617-01.html）（as of Dec 7, 2015）。
（注15） 東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード～会社の持続的な成長と中長期的
な企業価値の向上のために～」（2015年6月1日）（http://www.jpx.co.jp/equities/listing/cg/
tvdivq0000008jdy-att/code.pdf）（as of Dec 7, 2015）。
（注16） 東芝第三者委員会「調査報告書」（2015年7月20日）（http://www11.toshiba.co.jp/
about/ir/jp/news/20150721_1.pdf）（as of Dec 7, 2015）。
（注17） NHKクローズアップ現代（2015年7月29日放送）（http://www.nhk.or.jp/gendai/
















































－187 （     ）－

















































































tosin/20090617-1/01.pdf）（as of Dec 7, 2015）。
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（注107） 東芝第三者委員会・前掲注（16）288 ～ 290頁。
（注108） 東芝第三者委員会・前掲注（16）290 ～ 292頁。
（注109） 東京証券取引所・前掲注（15）21頁。
（注110） 東京証券取引所・前掲注（15）10頁，21頁。

















子参考人の資料）（http://www.moj.go.jp/content/000047605.pdf）（as of Dec 7, 2015）。
（注124） 築舘利勝「監査役制度の実効性確保に関する日本監査役協会の考え～制度的担保の必
要性」（平成22年6月23日）6頁（第3回会社法制部会参考資料12（日本監査役協会会長（当時）
築舘利勝委員の資料）（http://www.moj.go.jp/content/000049413.pdf）（as of Dec 7, 2015）。
（注125） 淵田康之「欧米で再び高まる監査法人改革論」野村資本市場クオータリー 2012 Winter 
（2012年）（http://www.nicmr.com/nicmr/report/repo/2012/2012win11.pdf）（as of Dec 7, 
2015）。
（注126） 金融庁会計監査の在り方に関する懇談会HP（2015年）（http://www.fsa.go.jp/singi/








－190 （     ）－
のみ受けが良いなどの特徴もわかる人事評価システムを採用している。ちなみに，この360
度評価を採用している企業は外資であり，今のところ不祥事を起こしていない。
提出年月日：2015 年 12 月 7 日
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